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 4 月 30 日の黄菊上海副市長（当時）のプレス発表（下記要旨）を見ると、当事者も今日の上海の姿まで予
測し得ていない。 
 第一ステップ（90～95） インフラ整備に着手、輸出加工区と保税区の建設 
 第二ステップ（～2000） 比較的整った浦東新区の形成 
 第三ステップ（2001～） ２～30 年をかけて全面的建設 
 その規模は上海の中心部から半径 15kｍだけであった。 




92 年 2 月、まだ開通していない南浦大橋から開発の進まぬ浦東を指差しながら、居並ぶ上海の幹部を叱咤




ドルと急ピッチである（06 年の日本 34,252、韓国 18,164、台湾 15,990 ドル、いずれも『世界の統計』）。ち
なみにいまのベトナムは全土で 860 ドル（ホーチミン 3千ドル）とある（「神戸新聞」09・11・23）。 
 
いまの上海市と浦東新区を調べてみた（ウイキペディア、08 年統計）。 
上海市の行政区分では 18 区（浦西市内９区）、１県。都市化率 88.7％。 
東京、パリ、香港などと同ランクの第一級世界都市で、その一人当たり GDP は 13,189 ドル（08 年推定）。 
浦東新区は旧川沙県、南匯区を吸収・統合して 1,210 平方ｋｍ（全市の 19％）、 
人口（戸籍）268 万人。そのＧＤＰは全市の２０％を占め、外資導入額は全市の 50％となる。 
上海市の戸籍人口は 1,378 万人、中国で唯一この数年微減が続いている（一人っ子政策による少子高齢化
が主因）。常住人口（暫住戸籍、海外華僑、外国人を加算）は 1,858 万人であるが、農民工約 600 万人は加算
されていない。計 2千 5百万人の居住者に、出張・旅行の流動人口が加わる。“人山人海”の大都会である。 
中国の農村地区の行政組織は県・郷・村であり、上海の郊外も 80 年代末まですべての地区は農業収入が上
回る「県」であった。宝山製鉄所の稼動で 88 年に宝山県が「区」に昇格、ついで 92 年に閔行（上海県など
を吸収）と嘉定が区に昇格した。いま上海で残る「県」は崇明島のみ、ここは渡り鳥の休息地である。 
この 20 年という年月、中国の経済発展は上海のみならず全中国の工業化、都市化を推し進め、すでに 600





















来年 4月には「浦東開発宣言」の 20 周年を迎える。 
是非その総括式典を開催、上海万博の「城市、譲生活更美好」の開幕を迎えて欲しいものである。 





                           協力会会員 小林治平（北京在住） 
 
「京大上海センターニュースレター」第 292 号(09.11.16 付)に始まる計 6回（'10 年 2 月 7日現在）の小島氏によ












した内容ではない場合でも、それを論じた文章自体を読む事が楽しい。     
 作家の丸谷才一氏によると、イギリスではこの書評をする事が文化として深く根付いているらしい。丸谷氏の著



















１ 階級のない国の格差－誰も知らない中国労働事情 益田英樹 教育評論社 09.7  1680 円 
２ 現代中国への道案内〈２〉工藤貴正 樋泉克夫編 白帝社 09.9  2730 
３  中国の異民族支配 横山宏章 集英社文庫 09.6  756 
４  これが日本人だ！－中国人によって中国人のために書かれた日本および日本人の解説書 
  王志強 小林さゆり訳 バジリコ 09.9  1575 
５  社員力は「文化能力」－台湾人幹部が語る日系企業の人材育成 岸保行 風響社 09.11  840 
６  最新！中国の「工場」事情－コンサルタントが現地でつかんだ 日本能率協会コンサル 
  タンティング中国事業グループ ＰＨＰ研 09.2  1470 
７  日系中国工場作業員観察記 遠藤健治 日経ＢＰ社 09.3  1995 
８  日本企業の対中投資 柴生田淳夫 三和書籍 09.12  3150 
９  見えざる隣人－中国人と日本社会 吉田忠則 日本経済新聞出版社 09.11  1995 





































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (24.1) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
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している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
